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えて、企業ごとに判断する必要があるという状況に変化はないといえるでしょう。 

 

② カスハラの体制整備義務について 

 同法の改正前は、カスハラ防止条例がない都道府県の企業にとってはカスハラに対する

体制を整備することは義務ではなく、東京都カスハラ防止条例においても努力義務にとど

まっていました（テキスト 16頁、17 頁）。 

同法の改正後においては、同法 33条１項の義務が努力義務ではなく、法的義務であるこ

とから、地域を問わず、全国のすべての企業において、カスハラについて体制整備を行うこ

とが必須となりました。 

 

c. 具体的に対応すべき事項 

 前記のとおり、これまでカスハラに対する体制整備を行ってこなかった企業としては、同

法の改正によって、法的に対応する必要が生じました。 

 一方で、対応する義務が生じた体制整備の内容は、それほど高度なものではなく、従来か

らの体制で充足している場合も多いと思われます。 

 同法の改正を過度に身構える必要はなく、同法および本指針の内容を踏まえて、自社の体

制整備がこれらを充足しているかを改めて確認し、不足している箇所等があれば改善する

という心づもりで臨むことが肝要といえるでしょう。 

 

d. その他の行政の動き 

 前記の法改正のほか、厚生労働省から「業種別カスタマーハラスメント対策企業マニュア

ル」が策定・公表されています。2026 年 10 月時点では、スーパーマーケット業編と宅配業

編の２つが公表されています。同種あるいは類似の事業を営んでいる企業であれば、自社の

基本方針・社内マニュアルの改訂にあたり、これらを参考にするべきでしょう。 

 世論において、カスハラは社会的な問題と位置づけられています。今後も法改正や行政に

よる条例の制定、マニュアルの策定といった動きは続くことが想定されます。社内のカスハ

ラの定義と行政の考える定義が大きく異なる、といった事態を避けるために、また、企業に

対して追加の義務が課された場合に義務違反とならないためにも、法令等の動きを引き続

き注視する必要があります。 

 

 

 

 

 

 




